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　開発援助は被援助国への外国直接投資（FDI）

を誘引するのか？木村秀美RIETIフェローと戸堂

康之東京大学准教授はこの問いに答えるため、

援助とFDIに関する詳細な2国間データを用いて

実証分析を行った。その結果、開発援助には一

般的にFDI誘引効果は見られなかった。その一方

で、日本の援助には日本からのFDIを呼び込む

「先兵（バンガード）効果」があるという点が

明らかになった。両氏はその理由として、日本

の援助に見られる官民の緊密な協力関係、被援

助国であれば投資のリスクが軽減すると日本企

業が認識する点、日本的な制度や企業文化を被

援助国に持ち込むような日本の援助がある点な

どを指摘しており、今後も日本の技術援助の効

果に関する分析など援助関連の研究に更に取り

組みたいと述べている。

        まず、今回の研究テーマを選んだ動機につい

てお話ください。

木村　開発援助を巡っては、プロジェクト中心か

ら貧困削減中心へ、融資中心からグラント中心へ

と国際的な議論が転換点を迎えています。そのよ

うな中で、米国では開発援助に関する学術的な研

究が着々と蓄積されています。しかし、開発援助

の主要なドナー国であるにもかかわらず、日本で

はこの分野における知的発信が非常に少なく、私

たちは危機感を抱いていました。日本からも開発

援助に関する知的発信をしたい。これが本研究に

着手した第１の理由です。

  開発援助に関連して常に存在する命題の一つに、

開発援助が経済成長を促すのかどうかという問い

があります。

戸堂康之戸堂康之（とどう・やすゆき）

木村秀美木村秀美（きむら・ひでみ）
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開発援助は直接投資の先兵か？

先行研究では被援助国の政策が良好であれば、援

助は成長を促すとの結論も出ていますが、その推

計結果は頑健でなく明確ではありません。その一

方、途上国へのもう一つの主要な資金フローであ

るFDIについては、被援助国の教育水準が高ければ

FDIは成長を促す、ないしは直接的な効果はなくて

も技術の波及を通じてプラスの影響を及ぼすとの

見方がほぼ定着しています。こうした状況から私た

ちは開発援助にFDI誘引効果が確認できれば、援助は

被援助国の成長に間接的に寄与しているとみなせる

と考え、今回の研究に着手しました。

　 援助国と被援助国の２国間ペアのデータに着目

―開発援助がFDIを誘引するかどうかという

このテーマに関する先行研究との違いは何で

しょうか。

木村　先行研究では、開発援助のFDI促進効果につ

いて、ある国への援助総額とFDI総額を用いて推計

を試みていました。例えば、様々な援助国が行っ

たウガンダへの援助額を合算し、これを基にウガ

ンダへの総FDI額を増やしたかどうかを計測してい

たわけです。しかし、総額の数字を使うと、援助

国別のFDI誘引効果を明らかにすることはできませ

ん。つまり、同じ援助でも日本とドイツの援助は

違う可能性があるのにその点を確認することがで

きないのです。そこで私たちは2国間のペアのデー

タに着目し、日本→インドネシア、ドイツ→エジ

プトなどと援助国・被援助国のペアごとに援助額

とFDI額を集め、これらのデータを基に援助がFDI

に及ぼす影響を実証しました。

戸堂　FDIの決定要因に関する実証分析では最近、

「重力モデル」という手法を使うケースが増えて

います。このモデルは簡単に言えば、経済規模が

大きい国の間では互いに引き寄せ合う力が働くた

め、GDP規模がFDIの決定要因になると考えます。     

「重力モデル」には明確な理論的裏づけがあり、

実証分析の有益な手法として活用されています。

私たちはこの手法を使って、FDIの決定要因として

の開発援助を分析できないかと考えたのですが、

その際に必要となるのが援助国と被援助国の個別

ペアごとのデータでした。

(Source: OECD/DAC online)
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5主要援助国の援助額（ネットの拠出額ベース）

国のペアのリスト

ナイジェリア 
パキスタン

パナマ

フィリピン 
パラグァイ

タイ

チュニジア 
トルコ 
ウルグァイ 
ヴェネゼーラ

ベトナム 

被援助国

援助国

ドイツ フランス イギリス 日本 アメリカ

アルゼンチン 
ブラジル

チリ

中国

コロンビア 
コスタリカ

ドミニカ共和国

エクアドル 
エジプト

インドネシア 
インド 
韓国

スリランカ

モロッコ 
メキシコ 
モーリシャス 
マレーシア 
ナミビア

図表の中の　がついているペアはサンプルに含まれている国です。
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開発援助は直接投資の先兵か？

     開発援助がFDIに及ぼす効果を3つに分離

―論文では、開発援助がFDIに及ぼす効果

として、「インフラ効果」、「レントシーキ

ング効果」、「バンガード効果」の３つを想

定しています。

木村　「インフラ効果」とは開発途上国の経済

的・社会的インフラを向上させることによる正

の効果、「レントシーキング効果」は非生産的

なレントシーキング活動を活発化させることに

よる負の効果、「バンガード効果」はある国の

援助がその国からの直接投資を誘引するという

正の効果を意味します。このうち「インフラ効

果」と「レントシーキング効果」は、既存研究

でもそれらが存在する可能性は指摘されていま

した。しかし、最後の「バンガード効果」は私

たちが独自に考案しました。今回の研究では、

経済協力開発機構（OECD）のデータから日米英

独仏5カ国の途上国向け援助を目的別に「イン

フラ向け」と「ノンインフラ向け」に分けたう

えで、３つの効果を個別に計測しています。

―推計結果について説明してください。

戸堂　開発援助には「インフラ効果」、「レン

トシーキング効果」、「バンガード効果」のい

ずれもないことが判明しました。厳密に言えば、

「効果がない」との仮説を統計的に棄却できま

せんでした。開発援助とFDIの関係を論じた先

行研究として2つの論文があるのですが、一方

は被援助国の制度が良ければFDIを誘引し、他

方は逆に制度が悪い方がFDIを誘引するとの結

果を得ています。ただし、双方とも援助先の制

度の良し悪しを考えなければ、援助にはFDI誘

引効果はないと結論づけています。私たちの研

究もそれらと同様に一般的なFDI促進効果を否

定していますが、援助の効果を３つに分け、そ

のいずれもないと実証した点は本研究の貢献部

分です。

 ただし、一つだけ例外が見つかりました。日

本の開発援助には日本からのFDIを促すという

「バンガード効果」が検出されたのです。この

結果は様々な計量経済学的な手法を用いても変

化がなく極めて頑健でした。日本の開発援助に

関するこうした特殊性が判明したことは、本研

究の主要な発見と位置づけられます。

―日本の開発援助にだけ「バンガード効果」

がある理由は何でしょうか。

木村　推測の域を出ませんが、論文の中では３

つ指摘しています。第１に、日本では開発援助

にあたり官民の情報交換、人的交流が活発に行

われているという点です。援助が進むにつれ、

日本企業は被援助国の情報、例えば雇用環境や

法制度、インフラ整備の状況などを入手できる

ようになり、投資をしやすくなると考えられま

す。

戸堂　公の情報からだけでは分からないことも

少なくありません。例えば、投資先の商慣行の

実態、許認可取得のノウハウ、政府・業界の

キーパーソンは誰かなどといった情報です。こ

うした情報の多くは現地に直接行かないと入手

できませんが、企業が自ら行うには難しい場合

もあります。しかし、開発援助が先行すれば情

報が集まり、企業に伝達されることも考えられ

ます。この場合、まさに援助が投資の「バン

ガード」、すなわち先兵の役割を果たします。

実際には開発援助が先、FDIが後と整然と行われ

るわけでなく、同時並行的に進むことも多いと

思います。

木村　2つ目の理由は、開発援助が民間企業の投

資に“準政府保証”のような効果をもつという

点です。日本の援助には借款が多いため、政府

は被援助国の経済が混乱し返済に支障が生じる

状況を避ける必要があります。実際、1990年代

後半のアジア通貨危機の際、日本政府はアジア

諸国の支援に全力を注ぎました。日本企業にす

れば、このような日本政府の対応の下での被援

助国への投資には安心感を抱くこともできます。

もちろん、日本政府が実際に投資保証を行って

いるわけではないので、我々は“準政府保証”

との表現を用いています。

 3つ目の理由として、開発援助を通じ日本の商

習慣や制度が被援助国に持ち込まれることがあ

ると思います。例えば、技術支援の一環として

日本の技能認定制度などが現地に根付けば、日

本企業の投資環境の改善に役立ちます。実際、

経済産業省所管の「海外技術者研修協会

（AOTS）」や「海外貿易開発協会（JODC）」は、

開発途上国の技術者・管理者を対象とする研修

事業などを通じ、日本企業が持つ技術や知識を
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現地に移転することに力を注いでいます。以上が

日本の開発援助に「バンガード効果」がある理由

と考えられますが、他国の援助との違いについて

は更なる分析が求められるでしょう。

    対東アジアFDIの9割を援助が説明

――日本企業の投資先は東アジアが中心ですが、

今回の研究結果からこのことをどのように説明で

きますか。

戸堂　日本の開発援助は東アジア向けが多く、だ

からこそ日本のFDIも東アジア向けが多い、という

因果関係が導けます。推計結果に基づくと、東ア

ジアへの日本のFDI増加額の90％は日本の開発援助

に誘引されたものとみなせます。日本の援助がな

ければ、日本企業はこれほど多く東アジアに投資

を行っていなかったでしょう。付け加えれば、

我々は日本の援助には東アジアだけでなく他地域

でも「バンガード効果」があるとみています。し

かし、実際には日本企業のアフリカなどへのFDIは

多くありません。これは日本との距離が遠いこと

や、アフリカ諸国のGDPが小さいことなどが影響し

ていると考えられます。

―今回の結果から日本の開発援助に対しどの

ような政策的含意が得られますか。

木村　日本の援助は、日本からのFDIは誘引するが、

他国からのFDIに影響を与えることはありませんで

した。しかし、日本からのFDI誘引効果しかないか

らといって、それを批判する必要は全くありませ

ん。開発援助の世界では、援助だけでは経済成長

は難しく、民間資金のフローも重要との認識が強

まっているからです。また、外国の援助にFDI誘引

効果がないとすれば、それらが日本の援助に比べ

よいのかという議論もできます。

戸堂　他国の開発援助に関して言えば、例えば、

米国などは援助に際し政治的な側面、北欧諸国な

どは貧困削減をより重視しています。一方、日本

政府は開発援助とFDIはリンクすべきだと明確に主

張しています。

 例えば、経済産業省では援助、FDI、貿易が三位

一体となった日本の経済協力を「ジャパン・ODAモ

デル」として推進しようとしています。今回の分

析からは、そのような日本の政策目標が実際に達

成されているとの評価も導かれます。ただし、

我々の研究だけからは、日本の開発援助が実際に

被援助国の成長に寄与しているとは言い切れませ

ん。しかし、FDIは一定の条件の下では経済成長に

プラスの影響を与えることはわかってきているの

で、日本からのFDIを誘引する日本の開発援助は、

被援助国の成長に間接的に寄与している可能性は

高く、この点を明確にするには更なる実証分析が

求められます。

     日本の技術援助を次の研究テーマに

         今後の研究課題についてお話下さい。

戸堂　今申し上げたように、日本の援助に誘引さ

れたFDIが被援助国の成長に実際に寄与しているか

どうかを明らかにすることが重要なテーマです。

ただし、このテーマに取り組むためには、日本企

業のFDIに関する国別・産業別の詳細なデータが必

要で、その入手は容易ではありません。また、日

本の技術援助が相手国の企業の生産性や技術レベ

ルを引き上げているかどうかを、企業ミクロデー

タを基にミクロ計量経済学の枠組みで解明したい

と考えています。このテーマも日本の援助の評価

に結び付く話ですが、学術的な研究はほとんど行

われていないのが現状です。

木村　現在、新興援助国の動向に興味を持ってい

ます。例えば中国は自ら援助を受ける一方で、ア

フリカなどへ盛んに援助を実施しています。新興

援助国の中には紛争や汚職・腐敗の蔓延などの理

由からOECD諸国が援助を制限している国に対して

も援助を行っているケースがあります。しかし、

OECD傘下の開発援助委員会（DAC）が持つ統計から

は詳細は把握できません。新興援助国からの資金

の流れを解明することは国際的にも意義があるこ

とだと思います。
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